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インタークラウドに向けた標準化の動向とGICTFの活動

２０１０年３月２４日

青山友紀

慶應義塾大学 DMC機構
ＮＩＣＴプログラムコーディネータ for NWGN

010905
長方形

010905
タイプライターテキスト

010905
タイプライターテキスト
資料５－１

010905
タイプライターテキスト



2GICTF

内 容

１．クラウドの位置づけ
２．欧米のクラウド動向
３．電子行政へのクラウド適用に関する動向
４．ＧＩＣＴＦの概要
５．日本のクラウド推進に対する提言
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クラウドの位置づけ



社会インフラの２つの流れ

電力インフラ 集中 分散
（自家発電）

ICTインフラ 分散 集中

クラウド

情報ネットワーク社会基盤の展望

スマートグリッド
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Cloud Computing 

New Generation Network/
Future Internet over post-IP

Internet 
+NGN

Server - Client 
Model

コンピューティングシステム（I）
ネットワーキングシステム（C）
双方にパラダイムシフトが生じようとしている
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２０１０～２０２０年代に生じるICT社会基盤のパラダイムシフト



インターネットの利用形態の変遷

Server-Client Model P2P Model
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第１のモデル 第２のモデル



Server

Server

ServerServer

Server

Cloud

第３のモデル Cloud Computing 
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クラウドコンピューティングモデルの普及によって
ネットワークにどのようなインパクトを与えるのか？



8GICTF

情報ネットワークのパラダイムシフト
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2010 20202008

ネットワーク変革のシナリオ

電話網

携帯網

インターネット

次世代（ＮＧＮ）

新世代(NWGN)

現行

スタート

将来

次世代ネットワーク（NGN: Next Generation Network)

電話網、携帯網を含むキャリア型ネットワークをＩＰ化
新世代ネットワーク（ＮＷＧＮ：ＮｅＷ Ｇｅｎｅｒａｔｉｏｎ Ｎｅｔｗｏｒｋ）

ＩＰの改良ではなく、白紙から設計した新しいアーキテクチャのネットワーク

Ｉ
Ｐ

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

Non-IP ネットワーク



インターネットの限界に対する議論の高まり

・ Nature 概説論文 ： “ Four Ways to Reinvent the Internet”
Katharine Gammon

Nature Vol. 463, 4 February 2010

・ IEEE Spectrum :  “ The Internet is broken “
Lawrence Roberts
July 2009

・ “ Where is the Internet heading to ?” :  Oliver Martin
(ICT Consultant in Switzerland)
CHEP2009 Conference Proceedings

・ NSF Future Internet Summit :  FIND Project のCoordination を担当して
いるDavid Clark (MIT)を中心とした会議。
2009, October 12-15開催。
多数の著名な研究者が参加し、集中討議。
FIの目的、要求条件、FI Designの候補、などについて討論。
７３項目の How to と What の課題を列挙。
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Nature の概説論文 ＮＳＦの新プロジェクト公募

３０００万ドル／３年

２～４プロジェクト



社会経済科学と
人文科学€ 610

運輸
（航空を含む）€ 4180

宇宙
€ 1430

安全
€ 1350

健康
€ 6050

食料、農業及び
バイオ € 1935

情報通信技術
€ 9110

ナノテクノロジー
€ 3500

環境
気候変動を含む € 1800

エネルギー
€ 2300

「協力」の予算配分 （単位百万ユーロ）
社会経済科学と
人文科学€ 610

運輸
（航空を含む）€ 4180

宇宙
€ 1430

安全
€ 1350

健康
€ 6050

食料、農業及び
バイオ € 1935

情報通信技術
€ 9110

ナノテクノロジー
€ 3500

環境
気候変動を含む € 1800

エネルギー
€ 2300

「協力」の予算配分 （単位百万ユーロ）

（１）実施期間は２００７年から２０１３までの７年間（ＦＰ６までは５年間）

（２）３カ国以上のプロジェクト参加が必須

（３）下記の４つの個別プログラムによって構成（総額５０５億ユーロ：ＦＰ６の３倍）
① 協力（Ｃｏｏｐｅｒａｔｉｏｎ）：３２４億ユーロ
ＩＣＴ分野を含む１０分野によって構成されている。ＩＣＴ分野の予算額は
９１億ユーロ。

② 理念（Ｉｄｅａｓ）：７４億ユーロ
基礎研究部門への取り組みを実施。

③ 人材（Ｐｅｏｐｌｅ）：４７億ユーロ
研究者の国際流動性の確保、国際協力体制の取り組みを実施。

④ 能力（Ｃａｐａｃｉｔｙ）：４２億ユーロ
研究設備の最適化を実施。

EC  FP7 プログラムの予算配分
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新世代ネットワークの研究開発はマラソン競争である！
それに誰が勝つのか ？

よーい、ドン！

13/38
GICTF

USA： NSF Fund

GENI

FIND

EU： FP7 Program

Future Network
ＦＩＲＥ， ＧＥＡＮ３

Korea： FIF

Asia FI

Japan： NICT

AKARI P

Virtualization P

NICT Fund P

JGN X Testbed

街頭へ（第２フェーズへ）



読売新聞 ２０１０年３月２２日 朝刊記事

ＪＧＮ Xを想定して学術会議に提

案し、学術会議が選んだ大型計
画の提言に採用
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「超大型仮想統合
ネットワークテストベッド」



欧米のクラウド動向
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米国のクラウド主要プレーヤ相関図

16
出所：日経コンピュータ 2009.1.1を元に加工

マイクロソフト

Windows Azure
Windows Online 他

グーグル

Google Apps
App Engine

セールスフォース

PaaS＇Force.com（
クラウド事業者連合形成

フェースブック

世界最大級のSNS

アマゾン

Amazon EC2/S3

IBM

Blue Cloud構想
プライベートクラウド

オラクル

基盤ミドルウエア
Oracle SaaS Platform

サン

Hydrazine

シスコ
Unified Computing System

Unified Service Delivery

ＨＰ

次世代データセンター

ヤフー

基盤技術
「Hadoop」

インテル

「Nehalem」サーバ

基盤整備の基礎研究と人材育成で協
業

協業 協業

協業 対応

協業

協業

クラウド事業者連合群形成

統合

協業

協業 対応

ヴイエムウエア

データセンター仮想化
構想「VDC-OS」

デル

事業者向け
大量受注生産

ＥＭＣ

超高拡張性ストレージ
「Atoms」

ラッカブル

コンテナ型サーバ

アカマイ

ネット上の
分散処理構想

ライバル

ライバル

クラウドインフラ提供



SDOが現在目指している標準化のターゲット
現在、IaaSのInteroperability確保がSDOにおける標準化のメインターゲット

クラウドが提供するサーバやストレージなどのインフラリソースを確保するためのAPIの共通化を目指す（現在は

Amazon、Sun、IBMとクラウド毎にAPIが異なっている）

APIが共通化されていることで、自社クラウドでリソース不足となった場合など、外部の別のクラウド（Publicクラ

ウド等）から、自社クラウドリソースと同じようにリソースを確保できる

 2009年7月、主要な標準化策定団体が協力してクラウドの標準化活動に取り組むCloud Standards 

Coordinationが発足

将来的に、PaaS（プラットフォーム）やSaaS（アプリケーション）の標準化を目指そうとしているSDOもあるが、この領域は

事業者の競争領域であり、現時点では標準化は時期尚早との見方が強い

IaaSのリソース確保の
ためのAPI標準化
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米国のクラウド標準化動向

18

各標準化団体からWhite Paperや標準インタフェース仕様提案が相次
ぐ
CSA(Cloud Security Alliance): Security Guidance for Critical Areas of Focus in 

Cloud Computing Ver.2.1(2009.12)

DMTF(Distributed Management Task Force)-Open Cloud Standards Incubator 

(OCSI): Interoperable Clouds - White Paper (2009.11)

OGF(Open Grid Forum): Open Cloud Computing Interface Specification (2009.9)

SNIA(Storage Networking Industry Association): Cloud Data Management 

Interface(CDMI) (2009.9)

Open Cloud Manifesto: Cloud Computing Use Cases White Paper Ver.2(2009.10)

デジュール標準化に向けた動き
ITU-T: Focus Groupの設立(2010.2)・・・現在ToRのレビュー中

ISO/IEC JTC1 SC38： クラウドコンピューティングのStudy Group(2009.11)

主要ベンダは“時期尚早”の立場

→IaaSのInteroperability確保に向けた標準APIと、セキュリティが主な検討対象

顧客からの要望が強くない、現時点での標準化はイノベーションの障害となるとの理由から、
現時点では標準仕様の実装意欲は高くない
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欧州のクラウド動向

EUのICT投資は2-3billion EUR/year、コスト効果の高いクラウド導入は重要との

認識

EC＇European Commission（が、2009年春にExpert GroupをDG INFSO/D3に発

足、FP7ワークプログラムの中で活動中。

European Digital Agendaを準備中＇Public European Cloud、High-Speed Internet 

Access、信頼性、セキュリティ等について記載（

大規模な研究と実験のテストベッド

産業と公共のステークホルダーが互いにジョイントプログラムで開発

Cloud Interoperability Standards、オープンソースリファレンス実装の開発／製品化を

強化

クラウド導入におけるEU特有な課題は、高速インターネットアクセスとPrivacy＆

Legal＇データロケーション等、法律的な標準化が必要との認識（

欧州での実質的なクラウド推進はテレコム系企業＇Orange、BT、Telefonica等（が

中心

欧州にはクラウドサプライヤが極端に少ない
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IaaSベンダ数（the 451 groupレポートより）
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IaaS売上げ世界シェア（the 451 groupレポートより）
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欧州の主要なクラウドプロジェクト
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BREIN＇Business objective driven Reliable and Intelligent grids 

for real busiNess（：

Gridを利用しPaaSサービスを提供。現在、フレームワークの設計、実装まで完了。

BREIN上で動作する2つのシナリオを実証し、SaaS再利用パッケージとしてリリース。

RESERVOIR＇Resources and Services Virtualization without 

Barriers（:

クラウドのサービス連携を実現するアーキテクチャを検討＆実装。DMTF OVFを拡

張し、サービス定義＇オートスケール設定、デプロイメント時間カスタマイズ、デプロイ

メントロケーション選択、SLA設定（を実現。インフラ制御のためのAPIとして、OGF 

OCCI、Amazon EC2、ElasticHost等をサポート。

ENISA＇European Network and Information Security Agency（

Cloud Computing Security Risk Assessment： IaaS、PaaS、SaaSの各アーキテク

チャに隠れたリスク分析を行い、クラウドコンピューティングサービスへのSME移行、

サービス災害対策力に対するクラウドコンピューティングの影響、そして電子政府に

おけるクラウドコンピューティングの採用という3種類のシナリオについて評価。
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電子行政へのクラウド適用に関する

欧米の動向
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電子行政へのクラウド適用に関する二つの流れ（その１）

１．政府が調達仕様を規定、各機関が必要なリソースを
組み合せてシステム化

米国：Cloud storefront＇Apps.Gov（

英国：g-cloud＇Government Application Store（

シンガポール：Grid Market Hub

英国政府CIO Suffolk氏へのインタビューから：

• g-cloudを導入すると、プラットフォーム層とインフラ層は省庁横断で

共有化され、アプリケーションはGovernment Application Storeから

購入すれば済む。

•自省庁での調達、設計、運用の手間がなくなるので、CIOや情報シ

ステム部の役割は、「どのようにITを使うか」という戦略策定や企画

作業にシフトする。この意識改革が最大の課題だ。
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電子行政へのクラウド適用に関する二つの流れ（その２）

２．各機関の個別要件にあわせプライベートクラウドを構築
情報のサイロ化を防ぐためクラウド間データ連携を実現

米国ではNASA、DISA、DOIが個別クラウドを構築

米連邦政府CIO Kundra氏へのインタビューから：

• 機密情報用に政府が設計・運営するクラウド、それ以外の情報に民間の

クラウドを併用する。民間クラウドは段階的にApps.govで利用可能とする

• 政府が設計・運営するクラウドは、将来的にNASAのNEBULAがモデルに

なるかもしれないし、DISAが運用するセキュリティ基準の高いRACEになる

可能性もある。そうではないものが出てきて並存する可能性もある。

米CIA副CIO Singer氏へのインタビューから：

• 情報機関に限って言えば、セキュリティなどの面から、連邦政府が推進し

ているApps.govからクラウド技術を調達する段階には達していない。

• 機密レベルが同じ他の情報機関コミュニティ等との、クラウド上での情報

共有の仕組みを検討している。重要なのはインフラの統一ではなく、デー

タのセキュリティを確保しつつ、必要な人間にいかに共有していくかだ。



米国政府機関のクラウドへの対応

Apps.gov

Gov2.0 ＇Tim O’Reillyが提唱（

政府がプラットフォームを提供
民間がそれを利用し、様々なサービスを提供
政府が民間サービスを活用することで、低コストで迅速なサービスを展開

Apps.gov

政府の各機関向けにクラウド・コンピューティング・ベースの技術やサービスを提供
 ITサービスや製品の調達の手間、セキュリティ実装の経費と時間、部署間での重複等を克服して
コスト削減を実現するのが狙い

Business Apps Cloud IT Services

Productivity Apps Social Media Apps

政府職員

Data.gov

RawData

Tool

Geodata

サービス事業者

政府民間

市民 ITコスト削減

AP

プラットフォーム提供低コストで迅速な
サービス提供

政府の情報の市民への開放：Data.govの開設
21 世紀の政府機関の創造：CIO＇Vivek Kundra（、CTO＇Aneesh Chopra（の任命

オープンガバメント政策＇オバマ政権（
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（参考）米国のData.govの立ち上げ（2009年5月）

「米国政府、政府機関のデータをワンストップで入手
できるサイト“DATA.gov”を開設」

2009年5月21日、米国政府は、連邦政府の様々な

機関が扱う情報・データを入手できるサイト
“DATA.gov”を開設しました。当初はデータの範囲等

が限られるものの、徐々に対象を拡大して行く予定
とのことです。これはオバマ政権のかかげる「開かれ
た政府（open government）」の方針に沿ったものとさ
れています。

国立国会図書館（日本）Current Awareness Portal 

(2009.5.22)

「オバマ大統領の CIO が Data.gov を開始」

CIOの Vivek Kundra 氏は、2009年3月、広範な政府機関から公的な生情報を提供することによって、
「データを民主化する」ことを目指して、Data.gov.の作業を行うと発表していたが、このたび同サイトを開
始した。

Kundra 氏は、全米保健機構の人ゲノム・プロジェクトや、国防総省の衛星データの公表のような成功
の上に、このサイトが構築されるであろうと述べた。前者は個人医療に革命をもたらし、後者はGPS機
器の商用化につながったと、同氏は政府のITサミットで発言した。Kundra 氏は、プライベート情報と安
全保障情報を除き、情報は公開されなければならないと指摘した。

National Journal.com(2009.5.21)
14

http://www.data.gov/


欧州政府機関におけるクラウド化の動き

•EC＇European Commission（の方針：
EUとして最低限のベースラインとなる共通要件策定を目指す

EU各国の要件を踏まえてECとして共通プラットフォーム化を目指すのは困難

•英国g-cloudが先行＇政府CIOにSuffolk氏を任命（、仏は検討の初

期段階

相互互換性 ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ

使用 使用使用
使用 使用

プラットフォーム層

インフラストラクチャー層

省庁A 省庁B 省庁C 省庁D

共通基盤

VMware Microsoft標準 RedHat

英国g-cloud

標準化した
共通基盤

ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝの
相互互換性
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（参考）米英の「政府ICT戦略」の取り組みの比較

インフラ／
ネットワーク

データ
プラットフォーム

（オープン・
ガバメント）

アプリケーション
（SaaS）

民間サービス
利用

・Terremark

・Savvis

米国

Data.gov

Apps.Gov

公共セクター
ネットワーク

（PSN）

英国

Data.gov.uk

Direct.gov.uk

政府App Store 

（G-AS）

政府クラウド
（G-Cloud）

各取り組みのレイヤー

5
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①統一調達仕様 ②各行政機関個別クラウド＆連携

ｲﾝﾌﾗ＇IaaS（

ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ＇PaaS（

ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ＇SaaS（

A省ｸﾗｳﾄﾞ B市ｸﾗｳﾄﾞ C市ｸﾗｳﾄﾞ

各省庁、
自治体が
好きな
部品を
組合せて
構築

A省ｼｽﾃﾑ B市ｼｽﾃﾑ C市ｼｽﾃﾑ

ｾｷｭﾘﾃｨﾚﾍﾞﾙ
A(最重要（

B(重要（
C(通常（

セキュリティ要件

・組織によって異なる＇ｾｷｭ
ﾘﾃｨﾚﾍﾞﾙ、防御手段等（

システムの個別設計

※

日本の電子行政クラウドの将来像は？

情報共有

同一セキュリティレベルの
クラウド間で情報共有

どちらかの流れに集約？ それとも並存？

法規でワークフローが規定されている
自治体の大部分の業務はこちら？



GICTFの概要
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＇Global Inter-Cloud Technology Forum: GICTF（

■主な活動内容：

・セキュアなクラウド連携のための技術要件の整理

・クラウド連携I/Fの検討と標準化団体への提案

・欧米の関連標準化団体とのリエゾン

・技術交流会、講習会の開催

・利用者に対する普及啓発（講演会・セミナーの実施）

■会員：49企業、3団体（3/1現在）

NTT、KDDI、NEC、日立、富士通、東芝ソリューション、

リコー、IBM、Sun、Oracle、Cisco、IIJ、BIGLOBE、

NICT、NII、有識者（大学教授等） 等

＜オブザーバ：総務省＞

公式サイト： http://www.gictf.jp/ 2009.7.7 日刊工業新聞
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グローバルクラウド基盤連携技術フォーラム（GICTF）

•クラウドシステム間の連携インタフェースやネットワークプロトコルな

どの検討を産官学で推進
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クラウドビジネスでは米国が相当リードしているが、

ミッションクリティカルなサービスに適用可能な信頼

性と品質を兼ね備えたクラウド＇セキュアクラウド（に

関しては、高品質なネットワーク基盤を有する我が国

の強みを活かし、日本が世界に先駆けて実現可能

セキュアクラウドサービス実現に向け重要となる「クラ

ウド基盤連携技術」を、産官学が連携して早期に確

立し、 国際標準化団体との連携により、そのグロー

バルな普及を目指す

33GICTF

GICTF設立の趣意
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総 会

幹 事 会

①クラウド関連団体／Conferenceの情報収集と共有
- 動向調査、調査結果のプレゼンテーション
- 会員への技術情報提供

②電子行政などに適用可能なセキュアクラウド連携に
対する技術ニーズを集約＇応用部会と連携（

③技術ニーズを踏まえた、現状の標準化仕様に対する
追加提案の検討

④電子行政などに適用する標準化仕様セットとして取
りまとめ、適切な標準化組織に提案

①セキュアクラウド連携に関する技術ニーズ
集約

- シンポジウム開催

②クラウド連携技術の普及促進
- セミナー開催、他団体とのイベント企画
- 出版物やパンフレット作成

応用部会
部会長：東出正裕＇NECビッグローブ（

副部会長：馬場覚志＇NTTコミュニケーションズ（

技術部会
部会長：後藤厚宏＇NTT)
副部会長：加納敏行＇NEC（

グローバルクラウド基盤連携技術フォーラム＇GICTF（

会長：青山友紀＇慶應技術大学（、副会長：後藤厚宏＇NTT（
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ＧＩＣＴＦ

関係省庁＇総務省・
スマートクラウド研究会など（

＇海外関連団体等（
OMG, OGF/OCCI, DMTF,
SNIA, OCC, CSA, etc.等

成果提案、
リエゾン

技術提案 技術政策

＇国内関連団体等（
新世代ネットワーク推進フォーラム＇NWGN（
次世代IPネットワーク推進フォーラム 等

情報交換

ASP・SaaS
データセンター

促進協議会＇ASPIC（

情報
交換

＇標準化団体等（

＇国内国際学会
シンポ／ワークショップ

／研究会等（

成果発表

成果
提案

GICTFと他機関・団体との連携
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金融 医療

ネットワーク

サーバ

ストレージ

アプリ
ケーション

プロビジョニング機能

ク
ラ
ウ
ド
監
視
・制
御
機
能

クラウドシステムA

クラウド間連携標準 手順／イ

ンタフェース

・リソース発見,予約,確保

・サービスマイグレーション

CDN

CDN 電子行政

クラウドシステムB
プロビジョニング機能

ク
ラ
ウ
ド
監
視
・制
御
機
能

クラウド間にまたがった
ﾌﾟﾛﾋﾞｼﾞｮﾆﾝｸﾞ、監視、認証

金融

医療
電子行政

サーバ、ストレージ、ネットワークトータルでのend-endなQoS担保

技術部会の検討状況

•月１回のペースで会合を実施（会員からのプレゼンテーションと技術ディスカッションで構成）

•技術ディスカッションでは、クラウド連携のユースケース検討に加え、利用者に複数のクラウ

ドを使っていることを意識させずにサービスを提供するために必要となる技術について、活

発な議論を実施中
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●クラウドを利用していないユーザには・・・
・セキュリティが丌安だとみんないっているが、
なんとなく心配なだけではないか？具体的に
何が心配なのか？

●クラウド利用ユーザには・・・
・使ってみて分かった課題は何か？
＇右の調査結果は使ってみたユーザでも同じ
結果になるか？（

●クラウド連携のニーズを探るために･･･
・遠隔地のバックアップは、現在企業の19％
程度しか実施していない。その理由は技術
部会が想定するようにコストなのか？
クラウド連携でコストが下がったら使えるか？

ヒアリング調査項目例

応用部会の活動状況

調査結果はGICTF総会＇7月（にて報告予定！！

Source: CIO Magazine Survey on Cloud Computing; Aug’08; n = 173

クラウドの真の課題やユーザニーズを探るために、企業ユーザにヒアリングを実施
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GICTFでのアンケート結果
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エンタープライズ向けクラウド利用における優先要件

クラウド未導入 n=205 クラウド導入済 n=64

 最大の関心は“セキュリティの保証”

 クラウド導入企業では、オンプレミスシステムとの連携に対する

要求が高まり、セキュリティに次いで２番手

※その他の意見： コストパフォーマンス、サービス停止時の迅速な情報提供
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クラウド未導入企業における導入障壁＇丌安（

【クラウド導入検討中企業】

【クラウド導入予定なし企業】
 トラブル発生時の対応が丌安で責任分界点も丌明確

 何をクラウド化し、何を自社システムでやるべきか切分けられない

 社外秘データを預けることに対して、顧客やステークホルダーの

理解を得られるか分からない

 ベンダロックインしそう

 サービスの継続性が担保されていない

 預けたデータの情報漏洩などセキュリティが丌安

【共通】

 十分なパフォーマンスがでるだろうか？＇特にネットワーク遅延（

 セキュリティレベルが違う業務アプリケーションを本当に同じイン

フラで提供できるだろうか？

 本当に安くなるのだろうか？＇もう少し様子を見たい（
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クラウド導入企業が今後解決して欲しいこと

【パブリッククラウド導入企業】

【プライベートクラウド導入企業】

 ＇特にネットワークの（パフォーマンス

 分散する知財情報の見える化と情報共有・伝承

 QoSの保証

 情報漏洩対策などのセキュリティ対策

 既存システムとのデータ連携と移行手段の提供

 定期的なベンダ監査手段

【共通】

 事業者間のインターオペラビリティ
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日本のクラウド推進に対する提言

1. 日本のネットワークインフラは世界最先端であるにもかかわらず、

その利活用においては欧米に一回りも二回りも遅れている。

2. クラウドは今後の社会インフラ基盤として必須なものであり、日本

の進んだ光ブロードバンドネットワークを活用して、先端的な日本

発の技術を創出し、世界標準に組み入れることが必要である。

3. 日本のＩＣＴ産業の生き残りと再発展は、クラウド＋新世代ネット

ワーク技術開発とその導入、そしてグローバルビジネス展開の実

現が鍵を握っている。

4. 日本の政府・行政サービスのクラウド化は、日本自身が推進すべ

き課題であり、それを推進する体制と予算が必要である。

5. 産学官の連携フォーラムであるＧＩＣＴＦの活動は世界のクラウド

標準化を志向する多くの団体に認識されつつあり、今後の日本

のクラウド推進に貢献することが求められ、その活動をサポートす

る体制を強化する必要がある。




